
 

 

様式第60号 

法 人 県 民 税 免 除 申 請 書 

 

年  月  日 

  宮城県          所長 殿 

所 在 地   

法 人 名   

法 人 番 号                             

代 表 者 氏 名   

 

 県税減免条例第2条の規定により県民税を免除されるよう下記のとおり申請します。 

均 等 割 額 

の 算 定 期 間 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 
事 業 の 種 類   

法 人 県 民 税 

(均等割額) 
円 

収益事業の有無 

(有の場合業種) 

有・無 

免除を受けよう

と す る 理 由 

1 公益社団法人若しくは公益財団法人又は一般社団法人(非営利型法

人(法人税法第2条第9号の2に規定する非営利型法人をいう。以下同

じ。)に該当するものに限る。)若しくは一般財団法人(非営利型法人に

該当するものに限る。)で収益事業を行わないもの 

2 地方自治法第260条の2第1項の認可を受けた地縁による団体で収益

事業を行わないもの 

添 付 書 類 

1 定款又は規約 

2 貸借対照表及び損益計算書 

3 その他 

備 考   

 


